
健康増進課

平成30年度 行政組織機構について

　　平成３０年度の組織機構については、地域医療センターかさまの開設や道の駅整備に向
  けた、「重点・新規課題に対応する組織」と「事務事業の効率化、組織力の向上を目的と
  した組織」の構築を目的として、平成３０年４月１日から、下記のとおり組織機構を改編
  します。

人口減少や超高齢社会への対応として、今後ますます在宅における介護及び医療に重点を置いた施
策が求められることから、保健予防・介護・医療の連携や総合的な予防・指導の取り組みを強化する
必要があります。

地域医療センターが平成３０年４月に開設されることに伴い、これら福祉部門の連携強化を図るた
め、福祉部(５課)と保健衛生部(２課)を統合させ、保健福祉部として病院と連携しながら総合的に事
業展開を行います。

また、医療センター開設に伴って、３地区に設置していた保健センターを統合し、業務の効率化を
図ります。

健康増進課については、施設管理や健康企画を所管する「企画調整グループ」、保健センターにつ
いては、母子保健事業等を担当する「子育て支援グループ」、成人・精神保健を担当する「健康づく
り推進グループ」を置くこととします。

１．福祉部・保健衛生部、各保健センターの統合について

社会福祉課 社会福祉課

現行 改正案

福祉部 保健福祉部

市立病院 市立病院

事務局 事務局

子ども福祉課

高齢福祉課

保健衛生部

保険年金課

子ども福祉課

高齢福祉課

支所福祉課(笠間・岩間)

支所福祉課(笠間・岩間) 保険年金課

保健センター

　　保育所・こども園 　　保育所・こども園

　地域包括支援センター 　地域包括支援センター
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２．子ども福祉課「幼保連携推進室」の廃止について

　

 

 

３．道の駅整備推進課の設置について

　

　 　

商工観光課 　

　

商工観光課

産業経済部 産業経済部

子ども福祉課 児童支援グループ

保育グループ保育グループ

改正案

 

幼保連携推進室

 

 

農政課　

　

地域経済・農業観光の活性化を目的として、平成３２年度の開業を目指して手越地内に「道の駅」
整備を進めています。

今年度、基本構想・基本計画を策定中であり、開業に至るまでの事務を遂行するための所管部署
を、産業経済部内に「道の駅整備推進課」として設置し、関係機関と連携しながら準備を進めます。

現行

農政課

　道の駅整備推進課

幼保連携推進室は、平成２６年４月の組織改正により子ども福祉課内に新設され、幼稚園・保育所
それぞれが持つ課題やニーズに対応し、就学前の教育と保育を一体として捉えた取り組みを効率的か
つ効果的に進め、保育所・幼稚園を一体的に整備することを目的としてその役割を担ってきました。

現在は、２つの認定こども園が開園して順調に運営されており、特命室を廃止しても継続的に幼保
連携に関する施策を進めていくことが可能であることから、「幼保連携推進室」を廃止することとし
ます。

現行 改正案

子ども福祉課 児童支援グループ
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５．公共下水道事業の地方公営企業法適用化に伴うグループの再編について

　

 
 まちづくり推進課

計画グループ

　平成３０年４月から、経営の健全化を目的として、公共下水道事業が企業会計に移行することとな
り、農業集落排水事業と合併処理浄化槽事業については市長部局の所管となります。
　このことから、業務グループで担っていた浄化槽関係事務を農集排グループの所管とし、名称を
「生活排水グループ」とするものです。

現行 改正案

業務グループ

≪公営企業≫

農集排グループ

 

下水道課

工務管理グループ

生活排水グループ

業務グループ

下水道課

工務管理グループ

都市計画課

都市建設部 都市建設部

空家政策については、「空家等対策の推進に関する特別措置法」に基づき、担当部署でそれぞれ
行ってきた施策を整理し空家に関する施策を一元化するため、平成２８年度に都市計画課内に「空家
政策推進室」を設置し、空家の適正管理及び空家の利活用に努めてきました。

今後は、空家の適正管理業務と空家の利活用を合わせ、定住化施策の核として定住・空家政策を一
体的に進めるため、空家政策推進室をまちづくり推進課に移行するとともに定住化促進グループを新
設し、事業の充実を図ります。

現行 改正案

４．空家・定住化施策の強化に伴う所管課等の再編について

都市計画課

まちづくり推進課 まちづくりグループ

開発グループ

施設グループ

計画グループ

開発グループ

施設グループ

まちづくり
グループ

定住化促進
グループ

空家政策推進室

空家政策推進室
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６．総務部総務課・市長公室行政経営課の統合について

　

　 　

　

　

　 　 　
　

　 　

　 　 　
　

　 　 　 　

　  　 　

　行政経営課は行政改革・情報政策を所管する部署として、また、総務課は選挙・議会・防災等市執
行部の中枢部署としての役割を果たしてきました。今般、特定個人情報保護やペーパーレス会議等の
新たな事務・行政課題に対応していく体制づくりと選挙事務・災害等における組織力の向上を目的と
して統合します。
　統合に伴い、行政経営課で担っていた行政組織機構・職員定数に関する事務については、市長公室
秘書課へ移し、人事と一体的に行っていくものとします。
　

現行

７．市長公室企画政策課「企画Ｇ」と「政策Ｇ」の統合について

改正案

総務部 総務部

総務課
総務Ｇ(総務・

防災)
総務課

総務法制Ｇ(総
務・法制・行

革)

文書法制Ｇ(文
書・法制) 情報政策Ｇ(情

報政策・情報管
理)

 

 

市長公室

行政経営課
行政改革Ｇ(行

革)

情報政策Ｇ(情
報政策)

危機管理室(危
機管理)

危機管理室(危機
管理・防災)

統計グループ

現在、企画政策課は、企画・政策・統計の３グループに分かれて事務を進めております。企画Ｇで
は、総合計画の進行管理や広域行政、政策Ｇはまち・ひと・しごと創生や政策調整にかかる事務を所
管しております。

また、企画政策課は、特命事項の立案や事業関係課との連携した事務も多々あり、企画部門・政策
部門の枠を超えた事務遂行が必要であります。今後も、地域住民の多様化した様々なニーズに対応し
た立案や施策展開、関係機関との調整を効率的かつ総合的に進めるとともに、組織力の強化を目的と
して企画Ｇと政策Ｇを統合させるものです。

現行 改正案

企画政策課 企画政策課

企画グループ 企画政策グループ

政策グループ 統計グループ
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